
香川県地震・津波被害想定調査委員会 

議事次第（第１回） 

 

 

日時：平成２４年１月５日（木）１３:３０ ～ 

場所：香川県庁本館１２階大会議室 

 

１．開 会 

２．委員紹介 

３．委員長・副委員長の選任 

４．会議の公開・非公開の決定 

５．議 事 

（１）「南海トラフの巨大地震モデル検討会」における検討状況 

（２）今後の進め方（スケジュール）について 

（３）現在の香川県の地震・津波被害想定調査の概要 

（４）被害想定見直しにあたって対象とする地震 

（５）被害想定見直しにあたっての基礎調査の進め方 

（６）その他 

６．閉 会 

 

〔配付資料〕 

資料１ 香川県地震・津波被害想定調査委員会設置要綱 

資料２ 香川県地震・津波被害想定調査委員会委員名簿 

資料３ 審議会等の会議の公開に関する指針 

資料４ 今後の進め方（スケジュール）について（案） 

資料５ 現在の香川県の地震・津波被害想定調査の概要 

【付属参考資料】香川県南海地震被害想定調査の概要（抜粋） 

資料６ 被害想定の見直しにあたって対象とする地震（案） 

資料７ 香川県地震・津波被害想定調査全体フロー図（案） 

資料８ 被害想定項目一覧と国における今後の被害想定の方向性 

資料９ 収集する基礎データ項目等一覧（案） 

資料 10 津波防災地域づくりに関する法律に基づく国土交通大臣基本指針の概要  

資料 11 香川県地震・津波被害想定委員会公開要領（案） 

資料 12 香川県地震・津波被害想定委員会傍聴要領（案） 

    



香川県地震・津波被害想定調査委員会設置要綱 

 

（目的） 

第１条 香川県が実施する地震・津波被害想定調査に関して、最新の科学的知見と県の地域特性

を反映させるとともに、専門的な見地から評価を行うために、香川県地震・津波被害想定調査

委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

 

（組織） 

第２条 委員会は、別表に掲げる委員をもって構成する。 

２ 委員の数は、７人以内とする。 

３ 委員の任期は２年とし、再任を妨げない。 

４ 委員会に委員長１名及び副委員長１名を置く。 

５ 委員長は、委員の互選により選出する。 

６ 副委員長は、委員長の指名により選任する。 

７ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長が不在または事故あるときは、その職務を代理する。 

 

（会議） 

第３条 委員長は、委員会の会議を招集し、その議長となる。 

２ 委員会は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決すると

ころによる。 

４ 会議は、原則として公開により行うものとする。ただし、次の各号のいずれかに該当する場

合であって、委員会が会議の全部又は一部を公開しない旨を決定したときは、この限りでない。 

一 香川県情報公開条例（平成１２年条例第５４号）第７条各号に定める情報に該当すると認

められる事項について審議等を行う場合 

二 公開することにより、公正かつ円滑な審議が著しく阻害され、会議の目的が達成できなく

なると認められる場合 

５ 委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させ、意見又は説明を求

めることができる。 

 

（庶務） 

第４条 委員会の庶務は、総務部防災局危機管理課において処理する。 

 

（補則） 

第５条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成２３年１１月８日から施行する。 

資料１ 



（別 表） 

 

所       属 氏  名 備   考 

香川大学工学部教授・危機管理研究センター長 白木 渡 (総合防災) 

香川大学工学部教授 長谷川修一 (地質工学) 

香川大学工学部教授 松島 学 (構造工学) 

徳島大学名誉教授 村上 仁士 (津波工学) 

(独)海洋研究開発機構地震津波・防災研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾘｰﾀﾞｰ 

香川大学客員教授 
金田 義行 (地震津波研究) 

(独)産業技術総合研究所 

活断層･地震研究センター副センター長 
桑原 保人 (地震研究) 

(独)港湾空港技術研究所 

アジア・太平洋沿岸防災研究センター上席研究官 
富田 孝史 (津波防災研究) 

 

資料２ 



審議会等の会議の公開に関する指針 

平成１０年３月３０日策定 

平成１２年１０月 1 日改正 

平成１４年 ４月 1 日改正 

平成１６年 ４月 1 日改正 

１ 目 的 

 この指針は、審議会等の会議を公開することにより、県民に対しその審議状況を明らかにし、もって県政への県

民の参加をより一層推進し、県政に対する県民の理解を深めることを目的とする。 

２ 対象とする審議会等 

 この指針の対象とする審議会等は、県民、学識経験者等で構成され、法令、条例又は要綱等の定めるところに

より、県の事務について審議、審査、調査等を行うために知事の下に設置された機関（以下「審議会等」という。）と

する。 

３ 審議会等の会議の公開基準 

  審議会等の会議は、原則として公開する。ただし、次のいずれかに該当する場合は、当該会議を公開しないこ

とができる。 

 イ 当該会議において、香川県情報公開条例（平成１２年条例第５４号）第７条各号に定める情報に該当すると

認められる事項について審議等を行う場合 

 ロ 当該会議を公開することにより、公正かつ円滑な審議が著しく阻害され、会議の目的が達成できなくなると認

められる場合 

４ 公開、非公開の決定 

  審議会等の会議を公開するかどうかは、公開基準に基づき、当該審議会等が決定するものとする。 

５ 公開の方法等 

（１）審議会等の会議の公開は、会議の傍聴を希望する者に、当該会議の傍聴を認めることにより行うものとする。 

（２）審議会等は、公開した会議の会議資料及び会議録の公表に努めるものとする。 

６ 会議開催の周知 

  公開で行う会議開催の周知は、報道機関への資料提供、県民室及び県民センターでの情報提供等の方法に

より行うものとする。 

７ その他 

（１）審議会等の概要に関する資料を作成し、県民室及び県民センターにおいて一般の閲覧に供するものとする。 

（２）この指針の運用に当たって必要な事項は、別に定める。 

８ 適用期日 

  この指針は、平成１０年５月１日以降に開催される審議会等の会議に適用する。 

資料３ 



 

 

 

Ｈ２４年１月５日   第１回調査委員会の開催 

基礎調査の進め方 など 

 

Ｈ２４年 春頃   第２回調査委員会の開催 

被害想定調査の進め方 など 

 ・ 

 ・ 

（次年度以降 数回開催の予定） 

 ・ 

 ・ 

Ｈ２４年度内（目途） 調査結果のとりまとめ 

※ 国における被害想定の動向により、とりまとめ時期は前後します。 

 

 

「香川県地域防災計画」の見直し【第２弾】 

（市町地域防災計画の見直し等にも反映） 

今後今後今後今後のののの進進進進めめめめ方方方方（（（（スケジュールスケジュールスケジュールスケジュール））））についてについてについてについて（（（（案案案案））））    

資料４ 



 

 

 

 

１１１１．．．．趣趣趣趣    旨旨旨旨    

東日本大震災東日本大震災東日本大震災東日本大震災をををを受受受受けてけてけてけて、、、、本県本県本県本県のののの地震地震地震地震・・・・津波津波津波津波のののの被害想定被害想定被害想定被害想定をををを見直見直見直見直すすすすにににに

あたりあたりあたりあたり、、、、最新最新最新最新のののの科学的知科学的知科学的知科学的知見見見見とととと本県本県本県本県のののの地域特性地域特性地域特性地域特性をををを反映反映反映反映させるとともにさせるとともにさせるとともにさせるとともに、、、、

専門的専門的専門的専門的なななな見地見地見地見地からからからから評価評価評価評価をををを行行行行うううう必要必要必要必要があるがあるがあるがある。。。。    

 

 

 

 

２２２２．．．．検討課題検討課題検討課題検討課題    

（（（（１１１１））））地震地震地震地震・・・・津波被害想定津波被害想定津波被害想定津波被害想定のののの見直見直見直見直しにしにしにしに係係係係るるるる基礎調査基礎調査基礎調査基礎調査のののの進進進進めめめめ方方方方    

（（（（２２２２））））地震地震地震地震・・・・津波津波津波津波被害想定被害想定被害想定被害想定調査調査調査調査のののの進進進進めめめめ方方方方（（（（想定項目想定項目想定項目想定項目、、、、想定手法想定手法想定手法想定手法などなどなどなど））））    

（（（（３３３３））））被害想定調査被害想定調査被害想定調査被害想定調査のののの途中段階途中段階途中段階途中段階でのでのでのでの評価評価評価評価（（（（中間評価中間評価中間評価中間評価））））    

 

 

 

 

３３３３．．．．地震地震地震地震・・・・津波被害想定津波被害想定津波被害想定津波被害想定調査結果調査結果調査結果調査結果のとりまとめのとりまとめのとりまとめのとりまとめ    

・・・・被害想定調査結果被害想定調査結果被害想定調査結果被害想定調査結果のののの妥当性妥当性妥当性妥当性のののの最終評価最終評価最終評価最終評価    

・・・・地域防災計画地域防災計画地域防災計画地域防災計画のののの見直見直見直見直しししし等等等等にあたってのにあたってのにあたってのにあたっての提言提言提言提言    

 

「「「「香川県地震香川県地震香川県地震香川県地震・・・・津波被害想定調査委員会津波被害想定調査委員会津波被害想定調査委員会津波被害想定調査委員会」」」」のののの設置設置設置設置についてについてについてについて    



500ｍﾒｯｼｭ

25ｍ又は50ｍﾒｯｼｭ

500ｍﾒｯｼｭで推定震度分布図作成 朔望平均満潮位

500ｍﾒｯｼｭで液状化危険度予測図作成

25ｍ又は50ｍﾒｯｼｭで津波浸水予測図作成

構造・階数など

市町別

500mﾒｯｼｭ・市町別

500ｍﾒｯｼｭ

500ｍﾒｯｼｭ・市町別 市町別

市町別

【地震被害想定調査】 【津波被害想定調査】

１８８人 ６，７６３人 ６，６９２人

３，３２４人 ３６，９６９人 ３６，１６８人

４，５６７棟 ６１，６７１棟 ８０，０６８棟

１７，４１４棟 １７９，８７１棟 １４２，８７２棟

※発生確率は、文部科学省地震調査委員会によるもので、H23.1.1現在のものです。

地盤種区分

液状化予測

建
物
被
害

推定震度分布 ５弱～６強 ５弱～７

震 源 域

実施時期 平成７年度～平成８年度

直下型地震

想定地震の設定

浸水域、浸水深予測

地震規模

人
的
被
害

５弱～７

建物被害予測
（全壊・半壊棟数）

地震火災被害予測
（出火件数・焼失棟数）

人的被害予測
（死者、負傷者数等）

ﾗｲﾌﾗｲﾝ被害予測
上・下水道、

ガス、電力、電話

想定地震の設定

直下型地震

建物被害予測
（浸水深別棟数）

潮　位

土地利用・構造物

建物数、人口

実施時期 平成15年度～平成16年度

地震動予測

中央構造線
（三野・池田断層）

長尾断層

M８．４ M７．７ M７．１

建築年・構造・階数（固定資産データ等）
埋設管・電柱・電話柱の分布状況　など

人口・世帯数

海溝型地震

備考

安政南海地震と同規模。
平成15年度に中央防災会議が
発表した東南海・南海地震の
被害予測との総合評価を実
施。県の想定の方が被害量が
大きめ。

発生確率※
（30年以内）

６０％程度

南海トラフ
（南海地震）

現在の香川県地震・津波被害想定調査の概要

地震タイプ 海溝型地震

時系列・津波高予測

津波水位予測

地震被害想定調査の流れ 津波被害想定調査の流れ

人的被害予測
（浸水区域内人口、死者数）

社会条件調査
建物分布データ

ﾗｲﾌﾗｲﾝ施設ﾃﾞｰﾀ

地震タイプ

発生確率※
（30年以内）

６０％程度（南海地震）

震源域 南海トラフ（東南海・南海２連動）
※中央防災会議提供の波源モデルを使用

地震規模 M８．６

潮　位 H.W.L　T.P.＋約１．０～２．１ｍ

推定震度分布 ほとんど５強、一部６弱

ほぼ０％ほぼ０～０．３％

死　者

負傷者

全　壊

半　壊

平成平成平成平成17171717年年年年3333月月月月にににに『『『『香川県南海地震被害想定調査香川県南海地震被害想定調査香川県南海地震被害想定調査香川県南海地震被害想定調査のののの概要概要概要概要』』』』としてとりまとめとしてとりまとめとしてとりまとめとしてとりまとめ

地形データ

最大津波水位 県内沿岸全域　T.P.＋約１．７～３．１ｍ

浸水区域人口
建物浸水被害

約５２k㎡。約７４，０００人。死者は０。
床上２６，４９８棟、床下２０，４１０棟

備　考

県内沿岸全域　約０．５ｍ～１．９ｍ最大津波高

資料５



香川県南海地震被害想定調査の概要
（抜粋）

資料５の付属参考資料

平成１７年３月
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南海地震 推定震度分布図【南海地震 推定震度分布図】
（注）作成当時の科学的知見から一定の
仮定のもとに算出したものです。実際の
地震の起こり方や地震波の伝わり方、震
源域でのズレ、各種被害発生の仕方等
は大変複雑なため、予測計算ではとらえ
きれない面をご承知おきください。

１

１．地震動予測（推定震度：５弱～６強）



南海地震 液状化危険度予測図【南海地震 液状化危険度予測図】

（注）作成当時の科学的知見から一定の
仮定のもとに算出したものです。実際の
地震の起こり方や地震波の伝わり方、震
源域でのズレ、各種被害発生の仕方等
は大変複雑なため、予測計算ではとらえ
きれない面をご承知おきください。

２

２．液状化危険度予測 （危険度A：臨海部のごく限られた地域、危険度B：低地部のほとんど）
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沈下補正最大津波高

朔望平均満潮位（T.P.＋）

＋20cm到達時間(分）

背後地盤高

施設代表天端高

【最大津波高・水位と施設天端高・背後地盤高の比較】

３
（注３）作成当時の科学的知見から一定の仮定のもとに算出したものです。実際の地震の起こり方や地震波の伝わり方、震源域でのズレ、各種被害発生の仕方等
は大変複雑なため、予測計算ではとらえきれない面をご承知おきください。

（注１）東京湾平均海面（T.P.）を基準

（注２）沈下補正最大津波高とは、正味の最大津波高に地震による地盤沈下量を加算して、
施設天端高、背後地盤高と比較するためのみかけの値である。

３．津波予測 （最大津波高：約0.5～1.9m、最大津波水位：T.P.+1.7～3.1m）



津波水位及び第１波到達時間予測結果

【参考１】最大津波水位及び第１波到達時間の予測結果

【凡 例】
上段：地点名
中段：満潮時の最大津波水位（T.P. +m）

下段：地震発生から第１波到達までの時間（分）
※第１波到達は津波高さ20cm

（注）作成当時の科学的知見から一定の
仮定のもとに算出したものです。実際の
地震の起こり方や地震波の伝わり方、震
源域でのズレ、各種被害発生の仕方等
は大変複雑なため、予測計算ではとらえ
きれない面をご承知おきください。

４



【参考２】
高松港等における最大津波と津波到達時間

（注）作成当時の科学的知見から一定
の仮定のもとに算出したものです。実
際の地震の起こり方や地震波の伝わ
り方、震源域でのズレ、各種被害発生
の仕方等は大変複雑なため、予測計
算ではとらえきれない面をご承知おき
ください。

最大最大最大最大
津波高津波高津波高津波高
（ｍ）（ｍ）（ｍ）（ｍ）

初期初期初期初期
地盤地盤地盤地盤

沈下量沈下量沈下量沈下量
（ｍ）（ｍ）（ｍ）（ｍ）

沈下補正沈下補正沈下補正沈下補正
最大最大最大最大

津波高津波高津波高津波高
（ｍ）（ｍ）（ｍ）（ｍ）

沈下補正沈下補正沈下補正沈下補正
最大最大最大最大

津波水位津波水位津波水位津波水位
（ｍ）（ｍ）（ｍ）（ｍ）

ピークピークピークピーク
発生発生発生発生
時刻時刻時刻時刻
（（（（分分分分））））

時間時間時間時間
（（（（分分分分））））

津波高津波高津波高津波高
（ｍ）（ｍ）（ｍ）（ｍ）

高松市 高松港    1.4   1.4   1.4   1.4    0.86   0.86   0.86   0.86    -0.14   -0.14   -0.14   -0.14     1.01    1.01    1.01    1.01     2.41    2.41    2.41    2.41    346   346   346   346      122     122     122     122    133   133   133   133     0.32    0.32    0.32    0.32

東かがわ市 引田港    1.0   1.0   1.0   1.0    0.79   0.79   0.79   0.79    -0.22   -0.22   -0.22   -0.22     1.01    1.01    1.01    1.01     2.01    2.01    2.01    2.01    475   475   475   475       73      73      73      73     84    84    84    84     0.83    0.83    0.83    0.83

観音寺市 観音寺港    2.1   2.1   2.1   2.1    0.47   0.47   0.47   0.47    -0.29   -0.29   -0.29   -0.29     0.76    0.76    0.76    0.76     2.86    2.86    2.86    2.86    444   444   444   444      285     285     285     285    287   287   287   287     0.49    0.49    0.49    0.49

津波伝播第一波津波伝播第一波津波伝播第一波津波伝播第一波ﾋﾋﾋﾋﾟ゚゚゚ｰｸｰｸｰｸｰｸ

 ※：津波高とは、HWL（朔望平均満潮位）から海面までの高さ

市町名市町名市町名市町名 地点名地点名地点名地点名

朔望朔望朔望朔望
平均平均平均平均

満潮位満潮位満潮位満潮位
（ｍ）（ｍ）（ｍ）（ｍ）

++++0000....2222ｍｍｍｍ
水位上昇水位上昇水位上昇水位上昇

時間時間時間時間
（（（（分分分分））））

 ※：沈下補正最大津波高及び沈下補正最大津波水位は、現況天端高、地盤高との比較のためのみかけの値

 ※：津波伝播第一波ピークとは　水位上昇の高さに関わらず最初に押し寄せる津波のピーク時間及び

　　　ピーク津波高（+0.2m以下の津波高も含む）

 ※：津波水位とは、T.P（東京湾平均海面）から海面までの水位

最大津波最大津波最大津波最大津波

５



【参考３】
高松港における津波高時間波形図

（注）作成当時の科学的知見から一定の
仮定のもとに算出したものです。実際の
地震の起こり方や地震波の伝わり方、震
源域でのズレ、各種被害発生の仕方等
は大変複雑なため、予測計算ではとらえ
きれない面をご承知おきください。

６



【参考４】津波浸水予測図（高松市中部）
（県内各地の津波浸水予測図は香川県のHPでも公開しています。）

（注１）作成当時の科学的知見から一定
の仮定のもとに算出したものです。実際
の地震の起こり方や地震波の伝わり方、
震源域でのズレ、各種被害発生の仕方
等は大変複雑なため、予測計算ではとら
えきれない面をご承知おきください。

（注２）この予測は、防潮堤や河川堤防な
どが、地震の揺れや液状化による被害を
受け、全て機能しない場合を想定してい
ます。

７



 

 

 

 

現在現在現在現在のののの地震地震地震地震（（（（津波津波津波津波※※※※１１１１））））のののの被害想定被害想定被害想定被害想定のののの対象対象対象対象となったとなったとなったとなった地震地震地震地震    

タイプタイプタイプタイプ    海溝型地震海溝型地震海溝型地震海溝型地震    直下型地震直下型地震直下型地震直下型地震    

震源域震源域震源域震源域    
南海南海南海南海トラフトラフトラフトラフ    

（（（（南海南海南海南海／／／／東南海東南海東南海東南海・・・・南海南海南海南海））））    

中央構造線中央構造線中央構造線中央構造線    

（（（（三野三野三野三野・・・・池田断層池田断層池田断層池田断層））））    

長尾断層長尾断層長尾断層長尾断層    

発生確率発生確率発生確率発生確率    

（（（（30303030年以内年以内年以内年以内））））    

※※※※２２２２    

６０６０６０６０％％％％程度程度程度程度    

（（（（南海地震南海地震南海地震南海地震））））    
ほぼほぼほぼほぼ００００～～～～００００．．．．３３３３％％％％    ほぼほぼほぼほぼ００００％％％％    

※１ 津波については、東南海・南海の２連動地震を対象としている。 

※２ 文部科学省地震調査委員会の公表によるもので、H23.1.1 現在の数値。 

 

 

 

 

 

 

今回今回今回今回のののの被害想定見直被害想定見直被害想定見直被害想定見直しにあたってしにあたってしにあたってしにあたって対象対象対象対象とするとするとするとする地震地震地震地震のののの考考考考ええええ方方方方    

（（（（１１１１））））南海南海南海南海トラフトラフトラフトラフをををを震源域震源域震源域震源域とするとするとするとする海溝型地震海溝型地震海溝型地震海溝型地震    

            ⇒⇒⇒⇒    発生確率発生確率発生確率発生確率がががが高高高高くくくく、、、、国国国国でででで検討検討検討検討されたされたされたされたモデルモデルモデルモデルをををを踏踏踏踏まえてまえてまえてまえて、、、、    

早急早急早急早急にににに見直見直見直見直しをしをしをしを行行行行うううう。。。。    

（（（（２２２２））））本県又本県又本県又本県又はははは周辺地域周辺地域周辺地域周辺地域にあるにあるにあるにある活断層活断層活断層活断層をををを震源域震源域震源域震源域とするとするとするとする直下型地震直下型地震直下型地震直下型地震    

            ⇒⇒⇒⇒    発生確率発生確率発生確率発生確率がががが高高高高いいいい(1)(1)(1)(1)のののの南海南海南海南海トラフトラフトラフトラフをををを震源域震源域震源域震源域とするとするとするとする海溝型地震海溝型地震海溝型地震海溝型地震をををを    

先行先行先行先行させさせさせさせ、、、、そのそのそのその後後後後、、、、本調査委員会本調査委員会本調査委員会本調査委員会のののの意見意見意見意見もももも踏踏踏踏まえまえまえまえ、、、、見直見直見直見直しのしのしのしの要否要否要否要否もももも    

含含含含めめめめ検討検討検討検討するするするする。。。。    

    

 

被害想定被害想定被害想定被害想定のののの見直見直見直見直しにあたってしにあたってしにあたってしにあたって対象対象対象対象とするとするとするとする地震地震地震地震（（（（案案案案））））    
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○香川県地震・津波被害想定調査全体フロー図（案）

【凡例】

 ⇒　データ

（ｱｽﾍﾟﾘﾃｨの配置）

 ⇒　算定手法 10～810ｍメッシュ

 ⇒　想定予測項目

 ⇒　想定予測項目
250ｍ（又は500ｍ）ﾒｯｼｭ

朔望平均満潮位

10～50ｍメッシュ
250m(又は500m）ﾒｯｼｭ・市町別

（市町別） （250ｍ（又500ｍ）ﾒｯｼｭ） （緊急輸送路＋α） （250ｍ（又は500ｍ）、市町別）

（市町別）

（市町別）

（市町別、町丁字別）

（市町別） （市町別） （市町別） （市町別） （市町別）

（市町別）
人　　的　　被　　害　　の　　総　　合　　計

震度・最大加速度
・速度、Si値

増幅特性
（応答ｽﾍﾟｸﾄﾙ）

死者・負傷者数等死者数

液状化危険度
ランク

道路不通率
危険度ランク

ﾗｲﾌﾗｲﾝ被害
箇所数

被害率・断水率

避難者数 罹災者数
負傷者数

（重傷者・重篤者数）

基盤地震動

（人的被害）

全壊・半壊棟数

出火件数・焼失棟数

建物応答速度がけ崩れ等危険
箇所数・ランク

地表地震動

津波時系列変化
最大津波高・流速

最大津波水位

浸水範囲・浸水深

建物被害棟数

全壊率等被害関数

浸水深-建物被害
関係式

津波による建物被害
と死者・負傷者数

の関係式

想　定　地　震

建物被害と死者
・負傷者数の関係式

震源断層モデル

地盤分類モデル

建築物棟数
（構造・築年・階数）

人口・
世帯数

人口・
世帯数

波源モデル
（断層変位・初期水面）

海底地形（水深）

潮　　位

陸域地形（地盤標高）
土地利用・構造物

地震による
地盤変位

（沈下・隆起）
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最大加速度別
崩壊率関係式

地すべり・急傾斜
危険箇所情報

最大速度-
液状化関係

液状化地盤
微地形情報

道路被害率
マトリックス

道路情報
（位置・構造・延長）

施設被害率
予測式

ﾗｲﾌﾗｲﾝ施設情報
上・下水道、ガス、

電力、電話、通信

（構造・延長）

想定地震 （津波）
想定地震は異なる場合もあり得る



東海
東南海
・南海

県

揺れによる被害 全壊棟数、半壊棟数

○ ○

東日本大震災の揺れによる建物被害は全体としては比較的
小さかったが、過去と今回の地震の周期の違いも指摘され
ている。今後さらにデータ等を収集し、震度と建物被害の
関係について検討

液状化による被害 全壊棟数、半壊棟数
○ ○

継続時間の長い地震動による液状化の発生可能性について
分析し、被害想定手法を検討

急傾斜地崩壊によ
る被害

全壊棟数、半壊棟数
○ ○ △ （被害状況を踏まえ、必要に応じて手法を検討）

宅地造成地 △ （被害状況を踏まえ、必要に応じて手法を検討）
津波による被害 全壊棟数、半壊棟数

○ ○ ○
浸水深や流速との関係、建物構造(木造/非木造)による被害
の違いや漂流物の影響等の分析を行い、津波による建物被
害率を検討

出火 炎上出火件数 ○ ○ ○ 建物全壊以外の出火等の事例を調査
延焼 焼失棟数、焼失面積

○ ○
○(焼
失棟
数)

（被害状況を踏まえ、必要に応じて手法を検討）

津波火災 出火・延焼
△

港湾、船舶、流出家屋、車両等からの出火原因の分析を踏
まえ、津波火災の出火シナリオを検討

ブロック塀・自販
機等の倒壊

△ △ △ （被害状況を踏まえ、必要に応じて手法を検討）

屋外落下物の発生 △ △ △ （被害状況を踏まえ、必要に応じて手法を検討）
震災廃棄
物

瓦礫の発生 瓦礫発生量
○ ○ △

建物以外の船舶、堆積汚泥・土砂等の発生を含めた被害想
定や広域処理の影響を検討

建物倒壊 死者数、負傷者数、重傷者
数、重篤者数

○ ○

○(死
者数、
負傷者
数)

死者数は、建物全壊棟数の関数としているが、今後さらに
データ等を収集し、震度と建物被害の関係と被害想定手法
を検討

屋内収容物移動・
転倒、屋内落下物

死者数、負傷者数、重傷者
数

△ △ △
今後の被害状況の調査を踏まえ、家具転倒と人的被害の関
係、被害想定手法を検討

急傾斜地崩壊 死者数、負傷者数 ○ ○ △ （被害状況を踏まえ、必要に応じて手法を検討）
地すべり・大規模
崩壊による被害

△ △ △ （被害状況を踏まえ、必要に応じて手法を検討）

火災被害 ○ ○ ○ （被害状況を踏まえ、必要に応じて手法を検討）
ブロック塀等の転
倒、屋外落下物

死傷者数
△ △ △ （被害状況を踏まえ、必要に応じて手法を検討）

交通被害(道路) ・揺れによるハンドル操作
ミスによる交通事故に伴う
死傷者数
・落橋、桁折、大変形に伴
う自動車事故に伴う死傷者
数

（被害状況を踏まえ、必要に応じて手法を検討）

交通被害(鉄道) 列車脱線による死傷者数 （被害状況を踏まえ、必要に応じて手法を検討）
津波被害 死者数、負傷者数、重傷者

数、要救助者数 ○ ○
○(死
者数の
み)

避難行動パターン及び浸水深と死者の関係を整理し、被害
想定へ反映させる方法について検討

災害時要援護者の
被災

死者数
（被害状況を踏まえ、必要に応じて手法を検討）

自力脱出困難者
(要救助者)

自力脱出困難者数
○ ○ （被害状況を踏まえ、必要に応じて手法を検討）

※※※※　　　　○○○○：：：：定量評価定量評価定量評価定量評価　　　　△△△△：：：：定性評価定性評価定性評価定性評価

転倒・落
下物等

人的被害

人的被害

前回被害想定
国における今後の被害想定の方向性

建物被害

地震火災

被害想定項目一覧（前回調査）と国における今後の被害想定の方向性

○

被害想定項目

資料８

　　　 1 ページ



東海
東南海
・南海

県

上水道拠点施設、設備の被
災

○(管
の被害
箇所数
等)

施設被害の想定、及びそれに伴う支障、復旧への影響につ
いて検討

断水人口
○ ○

施設被害の想定、及びそれに伴う支障、復旧への影響につ
いて検討

復旧日数
△

施設被害の想定、及びそれに伴う支障、復旧への影響につ
いて検討

下水道拠点施設、設備の被
災

○(管
の被害
箇所数
等)

施設被害の想定、及びそれに伴う支障、復旧への影響につ
いて検討

機能支障人口
○ ○

施設被害の想定、及びそれに伴う支障、復旧への影響につ
いて検討

復旧日数 施設被害の想定、及びそれに伴う支障、復旧への影響につ
いて検討

発電所、重要変電所の主要
設備の被害

△
施設被害の想定、及びそれに伴う支障、復旧への影響につ
いて検討

一般変電所、配電用変電所
の被害

△
施設被害の想定、及びそれに伴う支障、復旧への影響につ
いて検討

配電設備被害（架空・地
中）

○(配
電柱の
被害本
数等)

施設被害の想定、及びそれに伴う支障、復旧への影響につ
いて検討

停電世帯数、停電人口
○ ○

施設被害の想定、及びそれに伴う支障、復旧への影響につ
いて検討

復旧日数、復旧曲線、復旧
作業に投入する人員数
(ピーク数)

△
施設被害の想定、及びそれに伴う支障、復旧への影響につ
いて検討

通信拠点施設の被害 ○(電
話柱の
被害本
数等)

施設被害の想定、及びそれに伴う支障、復旧への影響につ
いて検討

使用不能人口(又は不通回
線数)、使用不能率

○ ○
施設被害の想定、及びそれに伴う支障、復旧への影響につ
いて検討

復旧日数、復旧曲線、復旧
作業に投入する人員数
(ピーク数)

△
施設被害の想定、及びそれに伴う支障、復旧への影響につ
いて検討

ガス拠点施設・設備の被災 ○(管
の被害
箇所数
等)

施設被害の想定、及びそれに伴う支障、復旧への影響につ
いて検討

供給停止戸数
○ ○

施設被害の想定、及びそれに伴う支障、復旧への影響につ
いて検討

復旧日数 施設被害の想定、及びそれに伴う支障、復旧への影響につ
いて検討

避難生活 避難者数、避難所生活者
数、疎開者数

○ ○

○(罹
災者

数、避
難者
数)

県境を越える広域避難が必要となるケースを始めとした避
難シナリオを検討
広域避難の実態を踏まえ、被害想定による避難者数の想定
結果や現況の避難者受入能力などを考慮し、広域避難の様
相を検討

帰宅困難者 帰宅困難の可能性がある人
数等

海溝型地震による広範囲での揺れの発生に伴う公共交通機
関の停止と帰宅困難者の発生について検討

食料不足量 ○ ○ △
給水不足量 ○ ○ △
生活必需品不足量 ○ ○ △
燃料(ガソリン・灯油)不足
量
被災地外への影響(商品不
足等)
要転院患者数 ○ ○ △
医療需給過不足数(対応困
難重傷者数、医療救護班派
遣需要)

○ ○ △

仮設トイレ需要 仮設トイレ不足量 ○ ○ （被害状況を踏まえ、必要に応じて手法を検討）
保健衛生、防疫、
遺体処理等 △ △

季節等を踏まえ、廃棄物等の腐敗、迅速な遺体処理等、保
健衛生面での必要な被災シナリオを検討

被害想定項目

医療機能支障

物資不足

都市ガス

上水道

下水道

電話・通信

ライフラ
イン被害

※※※※　　　　○○○○：：：：定量評価定量評価定量評価定量評価　　　　△△△△：：：：定性評価定性評価定性評価定性評価

生活支障
等

生活支障
等

電力

前回被害想定
国における今後の被害想定の方向性

製油所等の被災による燃料不足の影響及びそれによる車両
等による配送の遅延、物資の不足等に関する影響を踏まえ
た被災シナリオを検討（特に物資の調達に関して発生した
様々な事象・対応状況を整理)

津波等による病院被害を踏まえた病院機能の低下、患者の
長距離搬送等に関する被災シナリオを検討
人的被害の被害総定数の見直しを踏まえ、空きベッドの不
足や長距離搬送の必要な患者数等を検討
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東海
東南海
・南海

県

被害箇所数
【揺れ、軟弱地盤】路面損
傷、沈下、法面崩壊、橋梁
損傷等

△ △

○(橋
梁、切
土、盛
土)

被害箇所数
【津波】 路面損傷、橋梁
損傷、落石、洗掘等

△ △ △

被害箇所数
【揺れ、軟弱地盤】線路変
状、路盤陥没、電気設備損
傷等 △ △

○(橋
梁、切
土、盛
土、ト
ンネ
ル)

被害箇所数
【津波】 線路損傷、橋梁
損傷、落石、洗掘等

△ △ △

港湾 被害バース数
△ △

○(被
災延
長)

空港・ヘリポート △ △
細街路における閉
塞の発生
長周期地震動によ
る影響

中高層建築物(エレベータ
閉じ込め、停電、断水、恐
怖感等の心理的影響、避難
時の混乱等)

△ △ △
長周期地震動で大きな影響を受ける超高層ビル等の被災シ
ナリオについて検討

道路上の自動車へ
の落石・崩土

△ （被害状況を踏まえ、必要に応じて手法を検討）

危険物・高圧ガス
施設被害

△ △ △ （被害状況を踏まえ、必要に応じて手法を検討）

大規模集客施設等
の被災

△ （被害状況を踏まえ、必要に応じて手法を検討）

地下街・ターミナ
ル駅の被災

・地下街における群集殺到
事故発生時の死傷者数
・ターミナル駅の滞留者を
対象に、揺れによる駅舎被
害に伴い発生する死傷者数

（被害状況を踏まえ、必要に応じて手法を検討）

文化財の被害 △ △ （被害状況を踏まえ、必要に応じて手法を検討）
孤立集落の発生 孤立集落数、孤立世帯数 △ △ 被害様相を整理し、被害想定に反映させる手法を検討
応急活動支障

△ △
被災者だけでなく、応急活動に従事する職員等の物資確保
を図るシナリオについて検討

堰堤の決壊 堰堤が被害を受けることによる浸水被害の可能性につい
て、被災シナリオを検討

市町村庁舎の被害 市町村庁舎の被災による行
政機能の喪失状況、災害応
急対策・復旧・復興への影
響

市町村庁舎の被災シナリオ、影響を検討（大規模かつ広域
災害に備えた広域支援体制に向け、対応状況を整理)

住宅･オフィス･家財･償却
資産･在庫資産

○ ○ （被害状況を踏まえ、必要に応じて手法を検討）

ライフライン施設(電力､通
信､都市ガス、上水道)

○ ○ △ （被害状況を踏まえ、必要に応じて手法を検討）

交通基盤施設(道路､鉄道､
港湾)

△ （被害状況を踏まえ、必要に応じて手法を検討）

農地の被害(液状化､津波) （被害状況を踏まえ、必要に応じて手法を検討）
漁港の被害(津波) （被害状況を踏まえ、必要に応じて手法を検討）
その他(文教施設､保健医
療･福祉関連施設､廃棄物処
理施設､その他公共施設等)

（被害状況を踏まえ、必要に応じて手法を検討）

直接被害による生産額減少
（被災地）

○ ○ △ （被害状況を踏まえ、必要に応じて手法を検討）

農地､養殖筏､漁港の生産機
能停止による生産額減少

（被害状況を踏まえ、必要に応じて手法を検討）

交通寸断による被
害

人流寸断､港湾物流寸断に
よる影響額

○ ○ △ （被害状況を踏まえ、必要に応じて手法を検討）

経済被害の波及 地域外等への波及影響 ○ ○ （被害状況を踏まえ、必要に応じて手法を検討）
※※※※　　　　○○○○：：：：定量評価定量評価定量評価定量評価　　　　△△△△：：：：定性評価定性評価定性評価定性評価

経済被害
( 間 接 被
害)

生産停止による被
害

その他の
被害

経済被害
( 直 接 被
害)

施設・資産の損傷
額

被害想定項目
前回被害想定

国における今後の被害想定の方向性

道路（高速道路、
一般道路）

鉄道

交通施設
被害

揺れ及び津波による被害率の見直し
津波等によるアクセス不能路線・区間など交通・輸送機能
支障シナリオを検討
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地震・津波被害想定基礎調査事業 調査項目（案） 

 

１ 地震被害想定基礎調査 

調  査  項  目 入  手  先 

地盤  ボーリングデータ 国土交通省、県土木部ほか 

急傾斜地 
斜 面 デ ー

タ 
地形図 国土地理院 

建物  
固定資産台帳課税建物データ 

公共施設等の非課税建物データ 
各市町 

上下水道 事業の概要書、施設の分布図等 各市町 

ガス 供給区域境界図等 四国ガス㈱ 

電気 変電所エリア図、送電系統図等 四国電力㈱、中国電力㈱ 
ライフライ

ン 

電話 
地下埋設物・架空支持物本数調査

等 
西日本電信電話㈱ 

道路 
道路管内図、道路施設の概要資料

等 
県土木部ほか 

鉄道 鉄道路線図、鉄道施設の概要等 
四国旅客鉄道㈱、日本貨物鉄

道㈱、高松琴平電気鉄道㈱等 

交通インフ

ラ 

港湾 港湾管内図、港湾資料の概要施設 県土木部ほか 

化学薬品  工業統計調査、商業統計調査等 県政策部ほか 

危険物施設  消防年報 県防災局 

人口動態 
昼 夜 間 人

口等 
国勢調査 県政策部 

 

２ 津波予測計算用地形データ作成 

調査項目 入手先 

【陸域】 

数値標高モデル(DEM)データ 

都市計画図 

 

国土地理院、四国地方整備局 

(島嶼部のある)市町 

【海域】 

海底地形図、海図等 

 

海上保安部ほか 

津波データ 地形等 

【海岸保全施設・河川管理施設】 

施設台帳等 

 

県土木部ほか 

 

資料９ 



基本指針の概要 

 

津波防災地域づくりを総合的に推進するための基本的な指針として国土交通大臣が定める。 

基 本 指 針 と は 

記 載 事 項 
 
 

○ 東日本大震災の経験や津波対策推進法を踏まえた対応 

○ 最大クラスの津波が発生した際も「なんとしても人命を守る」 
○ ハード・ソフトの施策を総動員させる「多重防御」 
○ 地域活性化も含めた総合的な地域づくりの中で効果的に推進 

○ 津波に対する住民等の意識を常に高く保つよう努力 

 
 

 

○ 津波対策の基礎となる津波浸水想定の設定等のための調査 

○ 都道府県が、国・市町村と連携・協力して計画的に実施 

○ 海域・陸域の地形、過去に発生した地震・津波に係る地質等、
土地利用の状況等を調査 

○ 広域的な見地から必要なもの（航空レーザ測量等）については
国が実施 

 

○ 都道府県知事が、最大クラスの津波を想定し、悪条件下を前
提に浸水の区域及び水深を設定 

○ 津波浸水シミュレーションに必要な断層モデルは、中央防災会
議等の検討結果を参考に国が提示 

○ 中央防災会議等で断層モデルが検討されていない海域でも、
今後、過去の津波の痕跡調査等を実施し、逆算して断層モデル
を設定 

○ 広報、印刷物配布、インターネット等により、住民等に十分周知 

 

 

＜津波災害警戒区域＞ 
 

○ 住民等が津波から「逃げる」ことができるよう警戒避難体制を
特に整備するため、都道府県知事が指定する区域 

○ 避難施設や特別警戒区域内の制限用途の建築物に制限を加
える際の基準となる水位（基準水位）の公示 

○ 警戒区域内で市町村が以下を措置。 

 － 実践的な内容を盛り込んだ市町村防災計画の作成・避難訓 
練の実施 

 － 住民の協力等による津波ハザードマップの作成・周知 

 － 指定・管理協定により、地域の実情に応じて避難施設を確保 

 － 社会福祉施設等で避難確保計画の作成・避難訓練の実施 
 

＜津波災害特別警戒区域＞ 
 

○ 防災上の配慮を要する者等が建築物の中に居ても津波を「避
ける」ことができるよう、都道府県知事が指定する区域 

○ 生命・身体に著しい危害が生ずる恐れがあり、一定の建築行
為・開発行為を制限すべき区域を指定 

○ 指定の際には、公衆への縦覧、関係市町村の意見聴取等に
より、地域の実情を勘案し、地域住民の理解を深めつつ実施 

１．津波防災地域づくりの推進に関する基本的な事項 

２．基礎調査について指針となるべき事項 

３．津波浸水想定の設定について指針となるべき事項 

５．警戒区域・特別警戒区域の指定について指針となるべき事項 

 

 

○ 市町村が、ハード・ソフトの施策を組み合わせ、津波防災地域
づくりの姿を地域の実情に応じて総合的に描く 

○ 既存のまちづくりに関する方針等との整合性を図る 
 
 

○ ハード事業と警戒区域の指定等のソフト施策を効果的に連携 

○ 効率性を考えた津波防護施設の整備 

○ 防災性と生活の利便性を備えた市街地の形成 

○ 民間施設も活用して避難施設を効率的に確保 

○ 記載する事業等の関係者とは、協議会も活用して十分に調整 

○ 対策に必要な期間を考慮して将来の危機に対し効果的に対応 

４．推進計画の作成について指針となるべき事項 

右上に続く 
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香川県地震・津波被害想定調査委員会公開要領（案） 

 

１ 当委員会の会議は、原則として公開するが、「審査会等の会議の公開に関する指

針」３の非公開事項を審議する場合のみ非公開とする。 

 

２ 会議の公開は、会議の傍聴を希望する者に、傍聴を認めることにより行う。ただ

し、委員長が会議を傍聴することが不適当であると認める者は、傍聴することが

できない。 

 

３ 会議の傍聴人の定員は、１０人とする。ただし、多数の傍聴希望者があると予定

される場合は、委員長の判断により定員を増加することができる。 

 

４ 傍聴申込の受付は、原則として、会場で会議開始の３０分前から開始し、先着順

で傍聴定員に達した時点で終了する。ただし、会議開始時刻までに傍聴定員に達し

ない場合は、会議開始時刻をもって終了する。 

 

５ 傍聴人に対しては、傍聴定員に対応する傍聴席を設け、原則として、会議資料と

同じ資料を用意する。なお、報道機関の取材活動についても、会場に記者席、会議

資料を用意するなど十分配慮する。 

 

６ 傍聴要領を定めた上で、会場の秩序維持に努める。 

 

７ 会議の資料は、原則ホームページで公表する。 

 

８ 議事要旨は、発言者を伏せた形で原則ホームページで公表する。 

 

９ この要領に定めるもののほか、必要な事項は、委員長が定める。 
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香川県地震・津波被害想定調査委員会傍聴要領（案） 

 

１ 傍聴手続 

会議を傍聴しようとする方は、会議の開始時刻までに、住所及び氏名を受付簿に

記入し、係員の支持に従い、会場に入場してください。 

 

２ 傍聴人の遵守事項 

傍聴者は、次の事項を遵守してください。 

（１）会議中は、私語を慎み、意見を表明しないこと。 

（２）討議における言論に対し、拍手その他の方法により公然と可否を表明しない

こと。 

（３）携帯電話等は、議事運営の妨げになるので、会議中は電源を切ること 

（４）委員長の許可なく、会議の模様を撮影し、又は録音しないこと。 

（５）その他礼儀を守り、会議を軽視するような行為をしないこと。 

 

３ 会議の秩序維持 

前項の規程に違反した傍聴者には、注意を促します。注意を受けながら、これを

改めないときは、退場していただくこととなります。 
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